
12

月
定
例
市
議
会
に
お
い
て

「
子
育
て
世
代
の
負
担
軽
減
の
た

め
、
学
校
給
食
費
の
無
償
化
実
現

に
向
け
た
取
り
組
み
を
早
急
に
行

う
こ
と
を
求
め
る
請
願
」
が
賛
成

多
数
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
昨
年

の
３
月
議
会
で
「
子
育
て
世
帯
の

負
担
軽
減
の
た
め
、
学
校
給
食
費

の
無
償
化
に
向
け
た
補
助
や
対
象

の
拡
大
を
求
め
る
請
願
」
が
全
会

一
致
で
可
決
さ
れ
た
の
に
続
い
て
、

１
年
間
で
２
回
、
同
様
の
請
願
が

採
択
さ
れ
ま
し
た
。
物
価
高
騰
が

続
く
中
「
子
育
て
世
帯
の
負
担
軽

減
を
」
と
い
う
市
民
と
議
会
の
声

に
ど
う
こ
た
え
る
の
か
―
市
の
姿

勢
が
厳
し
く
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

昨
年
、
文
部
科
学
省
は
、
２
０

２
３
年
９
月
時
点
で
公
立
小
中
学

校
の
児
童
生
徒
全
員
の
給
食
費
を

無
償
化
し
て
い
る
の
は
５
４
７
自

治
体
あ
り
全
国
の
３
割
に
当
た
る

と
発
表
し
ま
し
た
。

こ
れ
は
２
０
１
７
年
の
調
査
か

ら
６
年
間
で
７
倍
に
増
え
て
い
る

と
い
う
こ
と
で
す
。
た
だ
し
こ
の

調
査
は
２
０
２
３
年
９
月
に
限
定

し
た
も
の
で
、
春
日
部
市
も
国
の

交
付
金
を
活
用
し
て
９
・
10
月
は

す
べ
て
の
児
童
生
徒
の
給
食
費
を

無
償
化
し
て
い
ま
し
た
の
で
３
割

の
中
に
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

春
日
部
市
で
は
、
２
０
２
１
年

４
月
か
ら
第
３
子
目
以
降
の
給
食

費
を
無
償
化
し
て
い
ま
す
が
、
①

小
中
学
生
が
３
人
以
上
い
る
家
庭

②
給
食
費
の
未
納
が
な
い
③
就
学

援
助
等
の
公
的
支
援
を
受
け
て
い

な
い
、
と
い
う
条
件
の
た
め
無
償

と
な
っ
て
い
る
の
は
全
小
中
学
生

の
約
18
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
食
材
費
の
高
騰
が
続
く

中
、
１
食
あ
た
り
30
円
、
月
額
５

０
０
円
を
市
が
支
援
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
学
校
給
食
費
は
春
日
部

地
域
が
小
学
生
は
４
４
０
０
円
、

中
学
生
は
５
１
０
０
円
、
セ
ン
タ
ー

調
理
の
庄
和
地
域
で
も
小
学
生
４

１
０
０
円
、
中
学
生
４
８
０
０
円

（
い
ず
れ
も
月
額
）
が
保
護
者
負

担
と
な
り
、
子
育
て
世
帯
に
重
く

の
し
か
か
っ
て
い
ま
す
。

学
校
給
食
費
無
償
化
は
「
子
育

て
支
援
」
と
「
少
子
化
対
策
」
の

か
な
め
と
し
て
各
地
で
実
施
自
治

体
が
広
が
っ
て
い
ま
す
が
、
財
源

確
保
が
ネ
ッ
ク
と
な
り
、
食
材
費

の
高
騰
が
続
く
中
、
「
無
償
化
を

見
直
す
」
と
い
う
動
き
も
出
て
い

ま
す
。
ま
た
「
す
べ
て
の
子
ど
も

た
ち
が
安
心
し
て
給
食
を
食
べ
ら

れ
る
よ
う
国
の
責
任
で
」
と
求
め

る
声
も
強
ま
っ
て
い
ま
す
。

春
日
部
市
で
も
「
公
平
性
の
観

点
か
ら
本
来
国
に
お
い
て
実
施
さ

れ
る
べ
き
」
「
完
全
無
償
化
の
た

め
に
は
年
間
８
億
円
の
財
源
が
必

要
な
こ
と
か
ら
持
続
可
能
な
財
源

確
保
と
他
の
施
策
と
の
優
先
順
位
、

費
用
対
効
果
に
つ
い
て
慎
重
に
検

討
し
た
い
」
と
い
う
見
解
が
繰
り

返
し
述
べ
ら
れ
て
い
ま
す
。

「
義
務
教
育
は
無
償
」
の
原
則

を
堅
持
し
、
国
の
責
任
で
無
償
化

す
べ
き
で
す
。
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子
育
て
世
帯
の
負
担
軽
減
へ

学
校
給
食
費
は
無
償
に
！

春
日
部
で
は
第
３
子
以
降

無
償
は
18
％

無
償
化
自
治
体
７
倍

全
国
の
３
割
で
完
全
無
償

義
務
教
育
は
無
償
が
原
則

国
の
責
任
で
無
償
化
を



春
日
部
市
で
は
２
０
５
０
年

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
の
実
現

に
向
け
、
令
和
７
年
４
月
か
ら

環
境
省
の
「
地
域
脱
炭
素
移
行
・

再
エ
ネ
推
進
交
付
金
（
重
点
対

策
加
速
化
事
業
）
」
を
活
用
し
、

市
内
事
業
者
（
企
業
）
向
け
太

陽
光
発
電
設
備
・
蓄
電
池
を
導

入
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す

る
新
た
な
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

各
年
度
の
交
付
限
度
額
は
太

陽
光
発
電
設
備
が
令
和
７
年
度

２
千
４
百
万
円
（
４
８
０
ｋ
Ｗ
）

８
年
か
ら
10
年
ま
で
千
６
百
万

円
（
３
２
０
ｋ
Ｗ
）
・
蓄
電
池

各
年
度
５
百
万
円
（
１
０
０
ｋ

Ｗ
ｈ
）
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

事
業
開
始
に
向
け
て
、
ゼ
ロ

カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
推
進
担
当
は

「
企
業
等
に
お
け
る
再
エ
ネ
活

用
設
備
導
入
補
助
金
」
オ
ン
ラ

イ
ン
説
明
会
を
令
和
６
年
12
月

26
日
に
お
こ
な
い
ま
し
た
。
24

社
（
29
名
）
の
参
加
が
あ
り
、

質
疑
応
答
で
は
複
数
の
質
問
が

寄
せ
ら
れ
、
高
い
関
心
が
伺
え

た
と
い
う
こ
と
で
し
た
。

今
回
の
説
明
会
は
、
春
日
部

商
工
会
議
所
、
庄
和
商
工
会
、

豊
野
工
業
団
地
協
同
組
合
、
南

栄
町
工
業
団
地
連
絡
協
議
会
、

春
日
部
市
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ

推
進
本
部
協
力
事
業
者
、
埼
玉

県
省
エ
ネ
再
エ
ネ
活
用
設
備
あ

ん
し
ん
事
業
者
認
定
制
度
認
定

事
業
者
等
に
案
内
を
送
付
し
、

開
催
さ
れ
ま
し
た
。
次
回
の
開

催
は
未
定
で
す
。

補
助
対
象
者
は
、
市
税
の
滞

納
が
無
い
な
ど
を
前
提
に
「
自

ら
の
事
業
所
に
お
い
て
事
業
を

実
施
す
る
民
間
事
業
者
」
で
す
。

市
内
の
商
工
団
体
へ
の
加
入
な

ど
を
評
価
内
容
と
し
て
加
点
式

で
審
査
が
実
施
さ
れ
交
付
が
決

定
さ
れ
ま
す
。
リ
ー
ス
契
約
や

Ｐ
Ｐ
Ａ
も
補
助
の
対
象
で
す
。

補
助
対
象
設
備
は
太
陽
光
発

電
設
備
と
蓄
電
池
（
太
陽
光
発

電
設
備
と
一
体
に
導
入
）
で
補

助
率
は
１
ｋ
Ｗ
あ
た
り
５
万
円

で
上
限
は
あ
り
ま
せ
ん
。
蓄
電

池
は
上
限
１
０
０
万
円
ま
た
は

設
置
費
の
３
分
の
１
で
す
。

事
業
概
要
は
１
月
10
日
付
で

市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ

れ
ま
し
た
。

補
助
事
業
の
決
定
・

公
表
は
令
和
７
年
４

月
の
予
定
で
国
の
交

付
金
要
綱
・
要
領
の

変
更
の
可
能
性
が
あ

る
た
め
、
内
容
や
説

明
会
の
ご
要
望
な
ど

は
環
境
政
策
課
（
ゼ
ロ
カ
ー
ボ

ン
シ
テ
ィ
推
進
担
当
７
３
６
‐

１
１
３
６
）
へ
お
願
い
し
ま
す
。

市
は
今
後
の
脱
炭
素
へ
の
取

組
を
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る

か
に
つ
い
て
、
「
令
和
7
年
度

に
つ
い
て
も
、
引
き
続
き
『
春

日
部
市
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ

推
進
本
部
』
を
中
心
に
、
地
域

脱
炭
素
移
行
・
再
エ
ネ
推
進
交

付
金
（
重
点
対
策
加
速
化
事
業
）

を
活
用
し
た
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ

テ
ィ
か
す
か
べ
モ
デ
ル
の
取
組

を
進
め
た
い
」
と
回
答
し
て
い

ま
す
。

日
本
共
産
党
市
議
団

は
事
業
者
へ
の
再
エ
ネ

導
入
支
援
、
相
談
体
制

の
拡
充
を
求
め
て
き
ま

し
た
。
市
と
市
民
・
企

業
と
の
協
働
で
温
暖
化

対
策
が
前
進
す
る
よ
う

力
を
あ
わ
せ
ま
し
ょ
う
。
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「
再
エ
ネ
活
用
設
備
導
入
補
助
金
」

市
内
企
業
向
け
説
明
会
を
実
施

オ
ン
ラ
イ
ン
説
明
会
に

24
社
・
29
名
が
参
加

補
助
概
要

加
点
式
に
よ
る
交
付
審
査

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
実
現
へ

協
働
の
前
進
を


